
核兵器、 生物・化学兵器、 ミサイルや通常兵器

は、 国際条約や国際協定によってその使用や取引

の禁止が合意されており、さ5に、乙れ5への転用

が可能である民生晶などについても、先進国が中心

と怒って輸出や技術の提供を規制する安全保障貿

易管理を実施しています。

詳しくは「安全保障貿易管理ホームページjをご覧ください。

・安全保障貿易管理ホームページ

http://www.meti.go.jp/policy/anpo/index.html

（その他ご不明時については以下までお問い合わせくださいJ
・経済産業省貿易経済協力局貿易管理部
安全保障貿易管理制度、外為法の解釈についてのお問い合わせ
安 全 保 障 貿 易 管 理課 宮03-3501 ・2800

許可申請についてのお問い合わせ
安 全 保 障 貿 易審査課 803-3501-2801

輸出者等遵守基準、輸出管理内部規程についてのお問い合わせ
不E輸出などのと連絡
安全保障貿易検査官室 803-3501 ・2841

安全保障貿易管理についての一般的なお問い合わせ
安全保障貿易案内窓口 803-3501 ・3679

園経済産業省経済産業局

北海道経済産業局産業部国際課 8011・709-1752
東北経済産業局産業部産業振興課国際室 8022-221-4907 
関東経済産業局産業部国際課
関東経済産業局東京通商事務所業務課
関東経済産業局償浜通商事務所輸出課
中部経済産業局地域経済部国際課
近畿経済産業局通商部通商課
近畿経済産業局神戸通商事務所総務課
中国経済産業局産業部産業振興謀

8048-600-0262 
803-5842・7071
8045・201・9606
8052・951-4091
806-6966-6034 
8078-393-2682 
8082・224-5638

四国経済産業局産業部産業振興課国際室 8087-831-8525 
九州経済産業局国際部国際課 8092-482開5425
沖縄総合事務局 経済産業部商務通商課
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たとえ、民生用途であっても、

①規制対象貨物を輸出しようとする際

②規制対象技術を提供しようとする際

には、外国為替及び外国貿易法（外為法）に基づき、
経済産業大臣の許可を取得する必要があります。

※グローバル化が進展する中で中小企業、大学・研究機関の
皆僚も輸出や按術提供にご注意ください。

。経済産業省Ministry of Economy, 
MET I Trade and Industry

http ’
：／／www.meti.go.jp/policy/anpo/index.html 

その輸出！！

その技術！！

ちょっと待った！

許可を取らなくて

大丈夫ですか？










